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■１．研究開発プロジェクトの目標の達成状況 
○目標は、達成されたと評価する。 
本プロジェクトは、成育医療・母子保健領域における証拠に基づく政策立案（Evidence-Based 

Policy Making: EBPM）の推進を阻む要因を構造的に解明し、政策現場と研究・臨床現場の間のギ
ャップを埋めるための「中間人材」の機能定義と、その育成・活用手法の実装を目指したもので
ある。 近年、EBPM の必要性が叫ばれる一方で、日本の政策形成の現場では科学的知見の活用が
十分に進んでいないという実態が存在する。こうした状況に対し、「中間人材」という本プログラ
ムが第 3 期における重点的な研究開発対象に位置付けたテーマを的確にとらえつつ、成育医療・
母子保健分野を事例に「政策」と「研究や現場」の間のギャップを埋め、科学的知見の政策活用
を最大化することを目指した本プロジェクト目標は、本プログラムの趣旨に合致したものであり、
妥当であった。 
本プロジェクトでは、特に政策担当者（行政官）と研究者の相互理解不足が EBPM の実践にお

けるボトルネックになっているという仮説に基づき、両者の隔たりを橋渡しする「中間人材」に
着目することで、EBPM 推進の阻害要因の同定と促進のための方策が検討された。具体的には、
①EBPMサイクルの全体像および促進・阻害要因の解明、②行政官と研究者の認識のギャップを
埋める介入策の検討、③橋渡し役となる中間人材のニーズと支援策の特定、④政策実装上のボト
ルネック解消策の提示、という 4つのリサーチクエスチョンを設定し、研究開発が推進された。 
半構造化インタビューによる質的調査とアンケート調査による量的調査を組み合わせた包括的

アプローチにより、本プロジェクトは当初の目標に沿った成果をあげている。まず、国内外の文
献レビューを踏まえた予備調査によって、日本の成育医療・母子保健領域における EBPMサイク
ルの全体像が整理・可視化された。次に、政策担当者・研究者・中間人材へのインタビューを通
じて、EBPM 推進上重要な 25 の要因（因子）が析出されている。抽出された 25 因子は「政策手
法・仕組み」「行政内部の体制・環境」「アカデミアの環境」「人事交流者（中間人材）」「組織間連
携」の 5 つのカテゴリーに体系化した。これは、成育医療・母子保健領域という特定の政策領域
の事例ではあるものの、日本の政策形成の文脈において EBPM 促進・阻害要因を定性・定量の両
面から整理・構造化すること試みたものであり、学術的な意義を有する。 
さらに、これらの調査結果に基づき、行政官と研究者の間でエビデンスや政策決定プロセスに

対する認識に決定的な差異（認識ギャップ）があることを定量・定性の両面から可視化した点は



 

特筆に値する。例えば、「日本で EBPM が十分実践されているか」に対し、行政官は「概ねエビ
デンスは政策過程で活用されているが課題もある」として一定の評価をする一方で、研究者は「行
政が何を拠り所に動いているのか非常にわからない」と捉えるなど、両者の間における構造的な
認識の乖離を明らかにしたことは、我が国における EBPM の基盤整備に向けた重要な発見であ
る。 
本プロジェクトでは、単なる現状分析に留まらず、この質的調査に基づく知見を基に、25 因子

それぞれに対する具体的介入策として合計 72 項目が整理された。その上で、行政官・研究者・中
間人材に対するアンケート調査を実施し、各因子および介入策の有用性と優先度についてデータ
を収集・分析した結果、EBPM推進に優先的に取り組むべき有望な施策の候補が導出されるに至
っている。提案された介入策をもとにした「中間人材支援パッケージ」は、政策決定プロセスに
科学的知見を組み込むための仕組みやツールの整備、行政内での EBPM 推進体制の強化、研究者
側の政策貢献に対するインセンティブ付与、官学連携の場の創出、中間人材の育成・配置など多
岐にわたっており、実際に厚生労働省をはじめとする関係省庁の政策担当者へのヒアリングやセ
ミナー、ワークショップ等を通じてその妥当性や実行可能性についてもフィードバックを得てい
る。開発された支援策の有効性の検証などの課題は残されるものの、単に EBPM の阻害要因・促
進要因の特定といった現状分析にとどまらず、研究者と政策担当者双方の意識変革につながりう
るツールとモデルを試行的に提示するに至っている。 
このように、研究と行政双方の経験を有する人材の役割に着目し、人事交流制度を EBPM推

進の観点から捉え直した点は、本プロジェクトの大きな特徴の一つである。とりわけ「医系技
官」の人事交流制度を単なる人材配置ではなく、政策過程における知識の媒介機能を担う主体と
して位置付け、その機能を支援策や運用モデルとして具体的に提案したことは、今後の中間人材
をめぐる制度設計とその運用のあり方に関する実務的な示唆を与えるものである。 
 
■２．政策のための科学プログラムの目的達成への貢献状況 
○成果は、科学技術イノベーション政策形成の実践に将来的に資すると期待し得ると評価する。 
本プロジェクトの取り組みは、行政組織における「人」と「組織文化」という EBPMの実践に

おいて重要な基盤となる要素に焦点を当てた点において実践的な意義を有する。成育医療・母子
保健および「子ども政策」という社会的重要度の高い政策領域において、研究者が科学的厳密性、
行政官が説明責任を重視するなど行政官と研究者の間にある「エビデンス」に対する認識の乖離
を定量・定性の両面から可視化したことは、政策形成プロセスの改善に向けた基礎的知見として
有用である。 
開発された EBPM 推進資材『医療・保健領域における Evidence Based Policy Making の推進』

や「中間人材支援パッケージ」は、実際に厚生労働省大臣官房等の主要なステークホルダーに報
告・共有されており、既に行政内部での試行や活用に向けた協議が進められている。医系技官の
人事交流システムを単なる人材配置ではなく、政策と研究、現場をつなぐ「中間人材」の育成機
会として再定義し、そのための支援策として公務適応支援、キャリアパス提示、ネットワーク構
築等を具体的に提案した点は、行政組織の EBPM推進に関する政策形成能力の強化（キャパシテ
ィ・ビルディング）に寄与し得るものであり、将来的な政策形成の実践に資するものと期待され



 

る。 
現実の政策過程における具体的な利用や反映という観点では、開発された資材や支援パッケー

ジの有用性の検証の前段階にとどまっており、実際の知見の社会実装と定着はこれからの課題と
して残されているものの、本プロジェクト終了後も継続的な実装に向けた取り組みとフォローア
ップがなされることで、着実な進展が十分に期待できる。 
 
○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する学術的知見あるいは
方法論等の創出にある程度貢献し得ると評価する。 
学術的な観点からも、本プロジェクトは欧米で先行して議論されてきた Knowledge Brokering

の概念を、日本の行政組織特有の人事制度（医系技官等）の文脈に即して再構築し、実証的に分
析した点において新規性が認められる。特に、臨床現場や研究の経験を持つ医系技官の人事交流
制度といった中間人材の活用が、エビデンスと政策のギャップ解消に寄与し得ることを示唆した
点は、「政策のための科学」の実践としても重要な知見といえる。 
本プログラムにおける第 3 期の公募では政策と科学の架橋にあたり「中間人材（Knowledge 

Broker）」の役割の重要性を強調しており、その点、本プロジェクトは従来からみられた規範的な
必要性の提唱を超えて、実際の行政組織の実態をとらえた EBPMの実践というレベルでその重要
性を解像度高く可視化している。これは、「政策のための科学」および EBPM 推進のための環境
整備という観点で本プロジェクトがもたらした重大な貢献といえる。 
具体的な研究成果の面では、インタビューと質問紙調査を通じて EBPM 促進要因を体系化した

研究成果については、質的調査の結果が国際誌（『Health Research Policy and Systems』）に掲載
されるなど、日本の政策プロセスの特殊性と普遍性を国際的に発信する成果を上げつつある。一
方で、量的調査の結果については論文準備・投稿段階にとどまっており、今後の更なる展開と発
信を期待したい。 
また、本プロジェクトは、研究開発プロセスそのものにおいても特筆するべき特徴を備えてい

た。プロジェクトの開始段階から、現職の医系技官はもちろん、元医系技官をはじめとする多様
な中間人材を数多く巻き込み対話や協働が積極的に実践されるなど、研究成果を現場につなげよ
うとするアクション・リサーチの手法が徹底された。本プロジェクトは、連携先となる具体的な
行政機関との共創的な研究開発の推進が求められる「共進化枠」ではない「通常枠」であっても、
実質的な「共進化」による共創的な研究開発の推進が可能であることを実践的に示しており、政
策科学の方法論的モデルの一つの理想型を体現していると評価される。インタビュー数の制約や
定量的な分析結果の更なる論文化、医療分野以外の政策分野への応用可能性の検証など、残され
た課題はあるものの、現場のリアリティに即した実証研究として、「政策のための科学」の知見の
蓄積に十分な貢献を果たしたと評価できる。 
 
○本プロジェクトは新たな研究人材発掘や人材ネットワークの拡大に貢献したと評価する。  
本プロジェクトには、これまで本プログラムへの参画が少なかった成育医療・母子保健分野の

臨床医や元医系技官などの実務家、そして多数の若手研究者らが参画しており、新たな人材発掘
に成功している。また、研究代表者のリーダーシップとマネジメントのもと、国立成育医療研究



 

センター内のこどもシンクタンクを中心に、行政官経験者と研究者が継続的に協働するプラット
フォームが構築されたことは、プロジェクト終了後も持続する強固な人材ネットワークの基盤と
なっており、この点においても高く評価される。 
 
■３．研究開発プロジェクトの目標の達成に向けた取り組みの状況 
○研究開発活動は、概ね適切になされたと評価する。 
プロジェクトとしての目標達成に向けて、取り組むべき課題が構造的に整理されており、個々

の実施項目ごとに目標設定や分析・アプロ―チの方法、工程等が具体的に構想されていたことか
ら、アウトプットの活用を見据えた戦略的なマネジメントのもと、緻密な計画に基づいて研究開
発が推進された。 
コロナ禍にスタートしたプロジェクトであったことや 2023 年 4 月のこども家庭庁の発足とい

った政策環境が大きく変化する中にあっても、これらを好機と捉え、時機を捉えたセミナー・シ
ンポジウム・国際会議等への参画や関係省庁との調整や情報交換を実施するなど、非常に精力的
な活動が展開された。特筆すべきは、研究の初期段階から厚生労働省等の政策担当者との対話や
協働を積極的に行い、研究の方向性や成果物の有用性についてフィードバックを得ながら進める
アクション・リサーチの手法が徹底された点である。 
こうした現場との対話やフィードバックを重視した結果として、支援パッケージの実装・評価

等の一部の実施項目においては、関係機関との調整に時間を要し当初の計画より遅れが生じた側
面は見られるものの、これは成果の確実な社会実装を見据えた丁寧な合意形成プロセスを優先し
た結果というべきものであり、研究開発活動全体としては概ね計画通り、かつ効果的に推進され
たと判断される。 
 
○また、研究開発の実施体制および管理運営も適切になされたと評価する。 
研究代表者の強いリーダーシップのもと、本プロジェクトが適切に管理運営されていたものと

評価される。多様なバックグラウンドを持つメンバー（臨床医、研究者、元医系技官等）による
チームビルディングが良好に行われ、それぞれの専門性を活かした役割分担のもとで研究開発が
推進された。プロジェクトチーム内で密なコミュニケーションと定期的なミーティングが頻度高
く行われることで、進捗管理が徹底された様子が窺える。加えて、プログラムマネジメント側と
のコミュニケーションも良好であり、アドバイザー等による助言も適切に取り入れながら柔軟な
プロジェクト運営がなされた。 
こうした的確なマネジメントのもとで、厚生労働省をはじめとする政策担当者との共創的な関

係性が構築され、質の高いコミュニケーションと成果の活用に向けた実践が推進された。それに
より、プロジェクトの目的達成に必要なデータの収集と分析、支援パッケージの開発が可能とな
ったものと高く評価される。 
 
○本プロジェクトでは、主要な成果に加えて副次的な効果も認められる。 
本プロジェクトの終了後も、国立成育医療研究センターこどもシンクタンクや研究代表者が代

表を務めるベンチャー企業等の活動を通じて、引き続き研究と政策の架橋に継続して取り組む体



 

制が整えられている点は特筆される。実際に、厚生労働省と連携し、医系技官を中心とした省庁
人事交流経験者のメーリングリストを作成し、現役行政官との交流会を立ち上げるなど、中間人
材の更なる活躍に向けた取り組みが加速しつつある。 
 
■総合評価 
○本プロジェクトは、十分な成果が得られたと評価する。 
本プロジェクトは、成育医療・母子保健領域における科学的根拠に基づく政策形成（EBPM）

の推進を阻む要因として、政策現場と研究・臨床現場の間に存在する構造的な断絶に着目し、そ
の認識ギャップを埋めるための「中間人材」の機能定義とその育成・活用手法の実装を目指した
ものである。 
 文献調査やインタビューを通じて、研究者が重視する科学的厳密性と行政官が重視する説明責
任や合意形成といった価値基準の乖離を定量・定性の両面から可視化したうえで、その間をつな
ぐ鍵として人事交流の枠組みに着目した点は独創的かつ実践的である。そのうえで、単に現状を
分析するにとどまらず、医系技官等の人事交流経験者を「中間人材」として再定義し、彼らが十
全に機能するための「中間人材支援パッケージ」や EBPM 推進資材を開発するなど、具体的な
解決策の提示にまで踏み込んでいる。最終的には、厚生労働省等の政策担当部局との協議を通じ
て、開発された支援策の試行的な導入検討や、研究者と行政官が継続的に協働するためのプラッ
トフォームの基盤構築にも至っているなど、将来的な政策形成プロセスの質的向上への寄与が十
分に期待される成果が創出されたものと高く評価できる。 
 本プロジェクトは、本プログラムが第 3期において重点的な研究開発対象として掲げた「中間
人材」の役割の定義と実装という、抽象度が高く困難なテーマを真正面からとらえたものといえ
る。科学と政策をつなぐ橋渡し人材の必要性が叫ばれながらも、日本の行政組織特有の人事制度
や組織文化のなかで、それをいかに具体化するかという点については長らく解が見出されてこな
かったのが現状である。そうしたなかにあって、本プロジェクトが提示した、既存の人事交流制
度を単なる人材配置ではなく、EBPM推進の推進を支える一機能として再解釈し、その機能を
最大化させるための支援パッケージを策定したことは、政策実践の面においても重要な意義を有
する。これは、本プロジェクトが対象とした厚生労働行政、特に成育医療・母子保健分野という
枠組みを越えて、様々な政策領域における科学的知見の活用促進に将来的に寄与する普遍的な知
見を提供するものであり、科学技術イノベーション政策のための科学として高い価値を有する。 
 本プロジェクトが中間人材の実装という難易度の高いテーマに関する目標設定を行っていたな
かで、このような特筆すべき成果を創出するに至った背景としては、厚生労働省をはじめとする
政策担当者や実務家などのステークホルダーとの間で丁寧なコミュニケーションが積み重ねられ
たことが挙げられる。研究の初期段階から行政官を巻き込んだアクション・リサーチの手法が徹
底され、そうした信頼関係と協創的な関係性のなかで介入策の検討が進められたことにより、と
もすれば研究者が陥りがちな現場の実態とかけ離れた理想論に終始することなく、行政の現場に
おいて受容可能かつ実行可能な、実効性の高い支援モデルの構築につながっている。また、こど
も家庭庁の発足など大きく変動する政策環境を好機と捉え、柔軟かつ機動的にプロジェクト運営
を行った点も評価に値する。 



 

 一方で、本プロジェクトにおけるアプローチは、成育医療・母子保健という特定の政策領域と
医系技官という専門職を主な対象としていることもあり、導出された「中間人材モデル」が科学
技術・イノベーション政策を構成する他の政策分野、あるいは一般行政職においても同様に適用
可能かという点については、さらなる検証の余地が残されている。本研究開発は、日本の行政シ
ステムに即したナレッジ・ブローカリングの実践に関する良質な事例を提供しているだけに、今
後は他の政策分野にも応用・適用可能なより汎用的な知見としてさらなる知見の整理と展開が期
待される。 
その点では、本研究開発を通じて提示された「中間人材支援パッケージ」の有用性について、

実際の政策形成の現場で運用した結果どのような変容が生じたのか、より客観的な評価を行うこ
とが求められる。また、いかなる支援や介入を行えば、中間人材がその機能を十全に発揮し、実
際の政策決定においてエビデンスが効果的に活用されるようになるのか、行政学や組織論等の行
政組織の意思決定に係る学術的知見なども踏まえつつ、EBPM推進のための制度設計としての
有用性についてより一層明らかにされる必要がある。こうした残された課題については、今後計
画されているネットワークの拡大や他省庁への展開等のなかで具体化されることを強く期待した
い。 
 
■特記事項 
なし 


